
平成 24 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

（内閣府（経済産業省と共同要望）） 

制 度 名 
引取りに係る沖縄発電用特定石炭の免税及び沖縄発電用特定ＬＮＧの
免税措置 

税 目 石油石炭税 

要

望

の

内

容 

①一般電気事業者又は卸電気事業者が沖縄県の区域内にある事業場において発

電の用に供する石炭を引き取る際に課税される石油石炭税について免税が認

められているところ、当該免税措置の適用期限の延長を要望。 

 

②一般電気事業者又は卸電気事業者が沖縄県の区域内にある事業場において発

電の用に供するＬＮＧを引き取る際に課税される石油石炭税について、新た

に免税措置を要望。 

 

【関係条文】 

 ・沖縄振興特別措置法第 65 条第 2項（①） 

 ・租税特別措置法第 90 条の 4の 3第 1項（①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【沖縄発電用特定石炭】 

平年度の減収見込額 
（制度自体の減収額） 

   
 

― 百万円 

（▲ 1,598 百万円） 

【沖縄発電用特定ＬＮＧ】 

平年度の減収見込額 
（制度自体の減収額） 

 

  
▲ 276 百万円 

（ ― 百万円） 



新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

沖縄県は、本土から電力系統がつながっておらず広域融通の枠外に位置し、

高い供給予備力が必要であること、供給コストの高い離島を多く抱えているこ

と、地理的・地形的および需要規模の制約により化石燃料に頼らざるを得ない

ことなどの電力供給における構造的な課題を有しており、他地域と比べて電力

料金が高くなっている。 

沖縄の産業振興、エネルギーセキュリティの向上、県民生活の向上の観点か

ら、社会基盤である電気の安定的かつ適正な供給を確保することが極めて重要

であり、そのための電気料金の低減を実現するためには、当該税制特例措置を

継続して講じることが必要である。 

 

⑵ 施策の必要性 

沖縄県における電気供給業は、化石燃料に頼らざるを得ないといった電力供

給における構造的な課題を抱える中、エネルギーセキュリティや経済性の観点

から、石炭火力発電所の導入を中心に進められてきたが、現在他地域と比べて

電力料金が高い現状にあり、県民生活や産業活動に影響を与えている。 

こうした中、環境問題への適応、エネルギー供給源の多様化によるエネルギ

ーセキュリティの向上等の観点から、沖縄電力株式会社はＬＮＧを燃料とする

吉の浦火力発電所の建設を決定し、平成 24 年度より運転を開始することを予定

している。これにより、沖縄の電源構成における石炭の割合は徐々に減じるも

のの、石炭火力発電は今後とも沖縄の電気の安定的かつ適正な供給の確保を担

う重要な基幹電源であり、その重要性は変わらないと想定される（石炭の全発

電電力に占める比率：７７％（２０１０年度実績）→５１％（２０２０年度推

定）。 

また、石油や石炭に比べ燃焼時のＣＯ２排出量が少ないＬＮＧを燃料とした

吉の浦火力発電所の運転開始により、エネルギーセキュリティの向上及び電源

の低炭素化が図られるものの、ＬＮＧは石炭より経済性において劣後するた

め、電気料金を押し上げる要因となる。 

このような中、沖縄発電用特定石炭及び沖縄発電用特定ＬＮＧへ石油石炭税

が課税された場合、電気料金を通じて県民生活や経済活動に更なる影響を与え

ることが想定される。 

こうした沖縄県の特殊事情に鑑み、沖縄における電気の安定的かつ適正な供

給を図るためにも、沖縄発電用特定石炭の免税に関する適用期限の延長ならび

に沖縄発電用特定ＬＮＧの免税措置の新設が必要である。 

今

回

の

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

「沖縄振興特別措置法」において定められた「沖縄振興計画」
第 3 章７(3)安定した水資源とエネルギーの確保に基づいた政策
である。 



政 策 の 

達成目標 

沖縄における電気の安定的かつ適正な供給の確保 
今後の見通し(H24～H28) 

    ①沖縄発電用特定石炭 
合計額 7,992 (百万円) 

  販売電力量 1kWh あたり 0.17～0.22 円の低減 

②沖縄発電用特定ＬＮＧ 
合計額 1,382 (百万円) 

  販売電力量 1kWh あたり 0.02～0.04 円の低減 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

①沖縄発電用特定石炭の免税【延長】 
  平成 24 年度から平成 28 年度までの延長を要望 
②沖縄発電用特定ＬＮＧの免税 【適用】 
  平成 24 年度から平成 28 年度までの適用を要望 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

沖縄における電気の安定的かつ適正な供給の確保 
今後の見通し(H24～H28) 

    ①沖縄発電用特定石炭 
合計額 7,992 (百万円) 

  販売電力量 1kWh あたり 0.17～0.22 円の低減 

②沖縄発電用特定ＬＮＧ 
合計額 1,382 (百万円) 

  販売電力量 1kWh あたり 0.02～0.04 円の低減 
 

政策目標の

達 成 状 況 

①沖縄発電用特定石炭の免税により、過去 4 年間で販売電力量
1kWh あたり 0.23 円～0.26 円低減され、合計 7,378（百万円）
の電気料金の低減が図られた。 

(単位：百万円) 
 H19 H20 H21 H22 

石油石炭税免除額 1,734 1,946 1,722 1,976

販売電力量
（106kWh） 

7,491 7,476 7,478 7,521

影響額 
(円/kWh) 

0.23 0.26 0.23 0.26
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
 
2 社（沖縄電力株式会社、電源開発株式会社） 
 
 
 



要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

①沖縄発電用特定石炭に係る石油石炭税 
(単位：百万円)

 H24 H25 H26 H27 H28 

石油石炭税免除額 1,739 1,713 1,724 1,388 1,428

販売電力量
（106kWh） 

7,639 7,760 7,883 8,003 8,125

影響額 
(円/kWh) 

0.22 0.22 0.22 0.17 0.18

 
 
②沖縄発電用特定ＬＮＧに係る石油石炭税 

(単位：百万円)
 H24 H25 H26 H27 H28 

石油石炭税免除額 194 216 216 378 378

販売電力量
（106kWh） 

7,639 7,760 7,883 8,003 8,125

影響額 
 (円/kWh) 

0.02 0.02 0.02 0.04 0.04
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

 

○産業イノベーション地域（仮称）（旧産業高度化地域）にお
ける投資税額控除、特別償却制度 

○電気供給業の用に供する償却資産に係る固定資産税の課税標
準の軽減措置（沖縄電力株式会社のみ） 

 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
－ 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 

－ 

要望の措置 

の 妥 当 性 

本措置は、他地域に比べ電力供給において構造的な課題を有
する沖縄における産業振興及び県民生活の向上に資する電気料
金の低廉化のために必要不可欠な措置である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税

特
別
措
置
の
適
用

実
績
と
効
果
に
関

連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

①沖縄発電用特定石炭に係る石油石炭税 

(単位：百万円) 
 H19 H20 H21 H22 

石油石炭税免除額 1,734 1,946 1,722 1,976
 



租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

①沖縄発電用特定石炭に係る石油石炭税 

【これまでの政策効果】合計額 4,091（百万円） 

(単位：百万円) 
 H19 H20 H21 H22 

石油石炭税免除額 1,734 1,946 1,722 1,976

販売電力量
（106kWh） 

7,491 7,476 7,478 7,521

影響額 
(円/kWh) 

0.23 0.26 0.23 0.26 

※減税額は全て電気料金の低減に反映される。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
①沖縄発電用特定石炭に係る石油石炭税 

(単位：百万円) 
 

H19 H20 H21 H22 
H23 

(見込)

目標値 1,231 1,292 1,257 1,150 753

 
※沖縄電力株式会社の見込みのみ 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

  
①沖縄発電用特定石炭に係る石油石炭税 

目標に関しては概ね達成されている。 

(単位：百万円) 
 

H19 H20 H21 H22 
H23 

(見込)

目標値 1,231 1,292 1,257 1,150 753

実績額 1,244 1,474 1,204 1,414 1,356

  
※沖縄電力株式会社の見込みおよび実績のみ 
 
 
（参考）電源開発株式会社の推実 

(単位：百万円) 
 

H19 H20 H21 H22 
H23 

(見込)

実績額 490 472 518 562 585

 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成 15 年 10 月 新規 
 
平成 19 年度 延長  

 


